
三重県農業農村整備計画（仮称）

〈中間案〉

～農業及び農村を支える生産基盤を

次世代に継承するために～
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1 計画策定の目的

農業及び農村は、安全で安心な食料を安定的に供給することに加えて、国土の保全、美しい農

村景観の形成、伝統文化の継承など多面的機能の発揮を通じ、県民の皆さんの暮らしの安定と向

上に寄与する重要な役割を果たしており、これらの機能は健全な農業生産活動や農村地域に住む

人びとの様々な活動により、維持＠強化されてきました。

一方、外食や中食の拡大による食生活の変化や、 EPA（経済連携協定）・ FTA（自由貿易協定）－

TPP （環太平洋経済連携協定）等による経済のグローパル化の進展など、農業を取り巻く環境は

大きな転換期を迎えています。このため食料自給力の向上のほか、外食産業や食品加工業などの

実需者ニーズ、や消費者ニーズ、に対応した付加価値向上のさらなる推進が求められています。

こうした状況の中、国は農林水産業・農山漁村の活力を取り戻すために、「農林水産業。地域

の活力創造プランJ（平成 25年 12月）を取りまとめ、農林水産業を産業として強くしていくた

めの「産業政策」と、国土保全といった多面的機能を発揮するための「地域政策」を車の両輪と

して取り組むとの方針のもと、「国内外の需要の拡大J、「需要と供給をつなぐ付加価値向上のた

めの連鎖の構築」、「農地中間管理機構を通じた農地の集約化、経営所得安定対策や米の生産調整

の見直しJ、「農村の多面的機能の維持 a発揮」の4つの柱を軸に政策を再構築したところです。

また、三重県では「幸福実感日本一jをめざして「みえ県民力ピジョン・行動計画jに基づき、

農業及び農村の振興施策に取り組んでいるほか、「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関す

る条例」に基づいて、その具体的な取組方向を示した基本計画を策定し、農業及び農村の活性化

に関する農業農村整備※の施策等に取り組んでいます。

こうした取組により、農業用水路のパイプライン化など高度な基盤整備による担い手への農地

集積率の向上や、多面的機能の維持増進に向けた活動を行う集落が大幅に増加するなど一定の成

果をあげてきました。しかしながら、農村地域における人口減少や高齢化の進行、農産物価格の

低迷など三重県の農業及び農村を取り巻く情勢は依然として厳しい状況にあります。このため、

農業農村整備の分野では、これまでの取組をさらに充実・強化するとともに、老朽化が進行して

いる農業水利施設等への対応や近い将来に発生が危倶される大規模地震への備えなど、様々な課

題に対しでも的確に対応していく必要があります。

三重県農業農村整備計画は、こうした認識のもと、三重県の農業の持続的な発展と農村の振興

を支える生産基盤を次世代に良好な形で継承するとともに、農業及び農村を取り巻く情勢の変化

を踏まえた基盤づくりを進めるために、農業農村整備のめざす方向を示し、その実現に向けた施

策の総合的かっ計画的な推進を図るための基本的な計画として策定するものです。

※農業農村整備：農業を営むために必要な用排水路、農道、ほ場整備などのハード事業や、農村の環境整備、施設維持管理などの

ソフト事業等を含む施策の総称。
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2 計画の位置づけ

この計画は、県の戦略計画である「みえ県民力ビジョン」及びこれを推進するための中期戦略

「みえ県民力ビジョン・行動計画j並びに「三重県食を担う農業及び農村の活性化に関する基本

計画j の目標を達成するための基本的な農業農村の整備計画です。

計画の目標達成に向けては、県、市町、土地改良事業団体連合会・土地改良区など関係者全て

が三重県農業農村整備のめざす方向を共有し、連携・協働により行動していくことをめざしてい

ます。

県計画関係図

みえ県民カピジョン(H24・～H33)
～県民力でめざす九f幸福実感日本一jの三重～

〈政策展開の基本方向（三つの柱）〉
「守る』：命と暮らしの安全旬安心を実感できるために
『創る』：人と地域の夢や希望を実感できるために

『拓く』：強みを生かした経済の躍動を実感できるために

みえ県民カピジョン担行動計画•(H24～ii2n
〈農業農村整舗関保施策〉
治山 B 治水匝海岸保全の推進（施策番号 112)

大気 a 水環境の保全（施策番号 154)

農山謀村の振興（施策番号254)
農業の振興（施策番号 312)

ぷ三重県金を担う農業及び農村の活性化！こ関する基本計画（H24・～H33)

〈基本施策〉
安全国安心な農産物の安定的な挟給

農業の持続的な発展を支える農業生産構造の確立
地域の特性を生かした農村部振興と多面的機能的維持増進

農業園農村を起点とした新たえE価植の創出

〈基本臨策〉
農業生産性の向上

安全・安心な農村づくり

農村の総合的な振興と活性化

多面的機能の強化
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計画期間

この計画は、平成 28年度（2016年度）を初年度とし、平成 37年度（2025年度）を目標年度

とする 10か年計画としています。農業及び農村を取り巻く情勢の変化に的確に対応し、効果的

かっ効率的な農業農村整備事業が実施できるよう、おおむね 5年で見直す予定としています。
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1 人口減少園高齢化社会の到来

( 1 ）人口減少

三重県の総人口は、平成 19年までは増加傾向にありましたが、それ以降は減少傾向に転じ、

平成 22年には約 185万人、平成 26年 10月 1日の総人口（推計人口組）は約 182万人となって

います。この傾向が継続した場合、整備計画の目標年度（平成 37年度）における三重県の総人

口は、ピーク時（平成 19年 187万 3千人）と比較して 10%少ない約 171万人と推計されています。

平地と中山間地域※2をそれぞれ集計すると、平地の人口は、平成 17年頃をピークに減少し、平

成 37年は約 134万人と推計されています。中山間地域の人口約は、平成 7年頃をピークに減少

し、平成 37年にはピーク時に比べ約 20出減少すると推計されています。

※l総人口（推計人口）：三重県統計課が平成 22年国勢調査人口等基本集計結果を基礎として、各市町から報告された住民基本台帳

における動態結果を加減した数値。

※2中山間地域三重農林水産統計年報の農業地域類型区分のうち中間農業地域または山間農業地域に分類されている市町。ただし、

市町単位で農業地域類型区分がされている最終年である第 53次（H17～HlS）を用いた。

※3中山間地域の人口：中山間地域の市町別の国勢調査の総人口（平成 22年以前）及び「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3

月推計）J国立社会保障・人口問題研究所による推計人口（平成 27年以降）を年次毎に集計した。

（万人）
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平成26年10月1日現在

182万人

- 177 

『 τ五五＠ 171 
＠ 

平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 32年 37年

出典：総人口 ：「国勢調査」総務省、三重県調べ
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推計人口：「日本の地域別将来推計人口（平成 25年 3月推計）J国立社会保障・人口問題研究所

図 総人口の推移及び推計 図 平地及び中山間地域別人口の推移及び推計
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( 2）高齢化

総人口に対する 65歳以上の人口の割合は、平成 2年には全国では 12.問、三重県は 13.6弘でした

が、それ以降は増え続け、整備計画の目標年度（平成 37年度）には、全国は 30.3弘、三重県は 30.8%

になると推計され、全国と同様に三重県でも高齢化が進行しています。

また、三重県の 65歳以上の人口の推移をみると、平成 2年には平地で約 16.4万人（平地総人口

の 12.4則、中山間地域で約 7”9万人（中山間地域総人口の 17.1出）でしたが、それ以降は増え続け、

整備計画の自標年度（平成 37年度）には、平地で約 39.5万人（平地総人口の 29.5粉、中山間地

域で約 13.3万人（35.5出）になると推計されています。中山間地域における高齢化は、平地部に比

べると一層早く進行しています。

35. 0唱

30. 0唱

25. 0見

20. 0% 

17年 22年 27年 32年 37年

歯圃酔圏全呂 田唾加盟三重県

（万人）
160 

20 

0 t 

平成2年 7年 12年 17年 22年 27年 32年 37年

回平地（65轟来満） 国平地（65歳以上） 図中山間（65意米諸） 圏中山間（65歳以よ）

出典：総人口 「国勢調査」総務省

推計人口．「日本の地域別将来推計人口（平成 25年3月推計）J国立社会保障・人口問題研究所

国 65議以上の人口割合の推移及び推計 圏 65歳以上の人口の推移及び推計

2 食料自給率の抵下

我が国の食料自給率（カロリーベース）は、国民の食生活の変化や国内農業生産力の低下など

により、近年は 40拡程度と低い水準で推移しています。また、三重県の食料自給率は、「地産地消

ネットワークみえ」等による地産地消運動の推進などにより、国を上回る 42～44%で推移してい

ますが、依然として低いのが現状です。
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出典：「食料自給率の推移」農林水産省

図食料自給率の推移

5 



3 グローパJレ化の進震

我が国の「食j の市場規模は、少子高齢化などにより縮小傾向にあり、 TPP交渉の結果によっ

ては、更なる輸入拡大や価格の下落による生産額の減少など、国内農産物への影響も懸念されて

います。

一方、国では、新たな成長戦略「日本再興戦略改訂 2014」において、輸出の拡大などグロー

パルな「食市場」の獲得に向け、農林水産物＠食品の輸出額を平成 32年には 1兆円とすること

を目標としています。

三重県においても、県の強みや魅力を海外に展開するための「みえ国際展開に関する基本方針」

に基づき、三重県農林水産物・食品輸出促進協議会を平成 26年 3月に設置し、本格的な輸出事

業の実施に向け取り組んでいるところです。

（億円）

7. 000 

6. 000 

5, 000 

3, 000 

2, 000 

1, 000，一一一一一一一一一一一一一一一一一一｛

6, 117 

平成11年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年 22年 23年 24年 25年 26年

出典 「農林水産物輸出入統計J農林水産省

図 我が国の農林水産物園食品の輸出額の推移

4 肪災意識の高まり

平成 23年 3月に発生した東日本大震災では、多くの人命や財産が失われました。また、同年9

月に発生した紀伊半島大水害※は、県南部に甚大な被害をもたらしました。さらに、平成 26年8

月の台風 11号の際には、東海地方で初めてとなる大雨特別警報が県内に発表され、四日市市、

鈴鹿市の全域などを対象に避難指示が発令されました。

こうした自然災害を踏まえ、南海トラフ地震など大規模な地震や津波を想定した防災減災対策

や豪雨等による風水害の未然防止対策など、安全・安心に対する意識が高まっています。

※紀伊半島大水害の被害状況：人的被害 20名、家屋被害 2,763戸、農業用施設被害 543箇所、農産被害 8,037ha、農地被害 428箇所。

5 環境問題への対応

世界的な人口増加や経済活動の拡大に伴い、二酸化炭素などの温室効果ガスが増加しているこ

となどにより、温暖化やオゾン層の破壊など地球規模での環境問題が深刻化しています。こうし

た環境問題への対応や、東日本大震災に伴う原発事故を契機として、太陽光、風力、水力などの

再生可能エネルギーの導入拡大が求められています。

また、地域開発等によって自然環境が悪化した地域では、里地＠里山の消滅等に伴い生物多様

性が喪失し、絶滅のおそれがある種として環境省版レッドリストに指定される種が増加する傾向
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があります。こうしたことから、施設整備等を行う場合には環境に配慮することが必要です。一

方、農業生産活動は自然循環機能を有しており、適切な農業生産活動は、農地等において良好な

二次的自然環境を形成するとともに、自然環境の保全や多様な生物の生息場を提供するなどの機

能を発揮しています。

6 人びとの｛面i車観やライフスタイんの変化

近年、都市住民を中心に豊かな自然や美しい田園風景を有する農村に、やすらぎや癒しを求め

る意識が高まっています。都市と農村の交流を推進することは、お互いの地域の魅力を分かち合

い理解を深めるとともに、農村地域の活性化にも重要な役割を果たしています。

今後とも、こうした傾向はますます強くなっていくものと考えられ、一人ひとりが互いの個性

や、違いを認め合い、それぞれの価値観に応じたライフスタイルの選択の可能性を広げていくこ

とが求められています。
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1 農業の生産性

農業就業者は年々減少し、高齢化が進行するとともに、農業産出額については農産物価格の低

迷等の影響を受け減少しています。農業の経営安定に向けて「収益性の高い農業」を実現するた

めには、優良農地の維持・保全、農作業の省力化及び担い手への農地利用集積などにより農業生

産性を向上させることが必要です。

( 1 ) 1憂良農地の維持鍾保全と機能向上

φ現状

＠三重県の耕地面積は、平成 2年の 72,500haから平成 26年には 60,600haとなり、 11,900ha 

(16削減少し、農業生産の基盤となる農地が失われつつあります。

＠耕地利用率は、平成 17年まで減少傾向にありましたが、近年は水田の有効活用の推進に伴

う麦・大豆等の転作作物の生産拡大によって 90見程度まで回復しています。

e 耕作放棄地は、中山間地域を中心に平成 2年の 4,921haから平成 22年の 7,223ha（耕地面積

全体の 11.7出）に増加しています。

e 県内のほ場整備率は、要整備面積 43,000haに対して、平成 25年度末までに 36,040haの整

備が完了しています（整備率 83.8出）。これらの農地は、優良農地として生産性の高い農業の

展開に寄与しています。

③課題

ほ場整備を実施していない農地では、経営規模の拡大や担い手への農地集積による生産性

の向上を図ることが困難な状況です。このため、耕作放棄地の発生を抑制するとともに、経

営規模の拡大に不可欠なほ場の区画拡大や水田の有効利用をさらに拡大するための排水条

件の改善を図るなど、優良農地として維持・保全していくことが必要となっています。

また、柔軟な土地利用によるまちづくりの推進など、総合的な土地利用が進められる中、

農地転用許可権の地方移譲などの新制度を活用し、優良農地を維持，保全していくことが必

要となっています。
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( 2）農業用水のパイプライン化などによる水管理の省力化

③現状

－農業用水路をパイプライン化したほ場で、

は、水管理作業や維持管理の省力化、水

資源の有効利用が可能となり、農業生産

性の向上に寄与しています。

＠県内のパイプライン化整備率は、要パイ

プライン化整備面積 21,500haに対し、

平成 25年度末までに水田を中心に

5,974haの整備が完了し、 27.8怖となって

います。

φ課題
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図 パイプライン化整備面積及び整備率の推移

パイプライン化整備率は徐々に上昇しているものの、まだまだ多くのほ場において水管理

作業が農家の大きな負担になっています。これらの負担軽減に加え、担い手への農地利用集

積や、地域の実情に即した営農しやすい環境づくりのため、パイプライン化による水管理や

維持管理の省力化を推進していく必要があります。
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( 3）担い手への農地の集積園集約化

φ現状

。三重県における担い手への農地利用

集積面積及び集積率は、ほ場整備が実

施された農地を中心に増加傾向にあり、

生産性の高い農業が展開されています。

φ課題

農地集積率が低い水準（平成 26年：

32.2弘）にとどまっている要因のひとつ

として、集積を可能とするための生産

基盤が十分に整備されていないことが

考えられます。このため、関係者間で

の話し合いによる土地利用調整に加え

て、区画整理や排水条件の改善など、

認定農業者、農業法人、集落営農組織

25, 000 

20『000
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10. ooo L 
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。市
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備考：平成 25年より、生産物の販売受託を含まない作業受託
のみの面積で、経営権がない集積面積は、集積に含め
ないこととしたため、平成 25年の値は減少しています。

出典：三重県調べ

図 農地利用集種面積及び集積率の推移

等の農業を支える担い手のニーズ、に応じた生産基盤づくりが必要となっています。
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2 農村の防災減災

農村で暮らす人びとが安全で安心な生活を営むには、「農業用ため池の決壊による洪水被害の

未然防止」、「浸水・湛水被害の未然防止J、「地震・高潮被害の未然防止Jなど大規模災害に備え

た防災減災の取組を強化するとともに、大規模災害が発生した場合の被害軽減と早期復旧を図る

必要があります。

( 1 ）農業用ため池の決壊による洪水被害の未然防止

.現状

・ため池が集中豪雨や地震により決壊すると、洪水 e土砂災害が発生し、ため池下流域の農地、

家屋、公共施設に甚大な被害を及ぼす恐れがあります。

－県内のため池（3,159箇所）の多くは江戸時代以前に築造されており、老朽化の進行が顕著

です0

・平成 26年度末までに農業農村整備事業で改修されたため池は、 236箇所（全体の 7.5弘）で、

うち耐震対策済は 41箇所（1.3拡）にとどまっています。

番多課題

人命や財産への甚大な被害が想定されるため池は、早急に補強対策等が必要です。しかし、

緊急的に整備が必要なため池は数が多く、一度に整備することはできません。このため、堤

体の老朽状況だけでなく下流域の幹線道路や人家、公共施設等の有無など、決壊時に想定さ

れる被害状況も考慮、し、総合的な判断の上、優先順位を付けて計画的に改修を進めていく必

要があります。

また、これらの改修と併せて、ハザードマップの作成などのソフト対策を進め、災害発生

時の地域住民の避難経路、避難場所に関する情報提供を行うなど、被害の軽減対策が必要で

す。

( 2）浸水圏湛水被害の未然防止

φ現状

e排水機場は、集中豪雨などによる洪水の排除を目的とする重要な施設です。桑名市、木曽岬

町などにみられる海抜0メートル地帯など低平地では、排水ポンプによる機械排水に依存し

ており、既存の排水機場は湛水被害の未然防止を図る上で重要な役割を果たしています。

・これまでに湛水防除事業等により 152箇所の排水機場を整備してきましたが、平成 25年度

末にはこのうち 96箇所（全体の 63引が耐周年数を超え更新時期を迎えています。

⑮課題

多くの施設が更新時期を迎える中、老朽化による機能低下の回復や増大する維持管理費の

節減のために、機能診断、耐震診断の結果に基づいて、優先順位をつけて施設の計画的な更

新や長寿命化、耐震対策を行う必要があります。

また、大規模災害が発生した場合に備えて、農業用施設の被害軽減と早期の機能回復に取

り組むための体制づ、くりが課題となっています。
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( 3）地震陶高潮被害の未然防止

⑮現状

＠三重県の海岸は南北 1,lOOkmに及んでおり、このうち農地を保全するための海岸堤防は、伊

勢湾台風等を契機に約 1,000箇所、 92kmが整備され、地震、津波や高潮による背後農地への

被害の未然防止や軽減の役割を果たしています。

⑪課題

海岸堤防等の築造から50年以上が経過し、施設の老朽化が進んでいることから、施設の機

能保全が課題となっています。また、三重県沿岸部は、「南海トラフ地震津波避難対策特別

強化地域」に指定されており、南海トラフ地震の特徴を踏まえた予防保全、応急対策を検討

し、推進する必要があります。

( 4）ストックマネジメント※の推進

省幹現状

・三重県では、これまで農業農村整備事業により約2,000地区で農業生産基盤の整備が行われ、

農業及び農村の発展に寄与してきました。

＠過去に整備した施設のうち、耐周年数が経過した施設の多くは老朽化が進み、施設の維持管

理にかかるコストが増加しています。

φ課題

農家のみなさんが、安全で安心して農業に従事できる農業生産基盤を維持していくために

は、これらの施設の機能保全を実施することが必要となっています。

更新が必要な施設は、施設の劣化状況が施設毎に異なることから、優先順位を定めて機能

診断調査を実施し、必要な対策を効率的に進めていくことが必要となっています。

※ストックマネジメント：農業水利施設などの定期的な機能診断に基づく機能保全対策を通じて、既存施設の有効活用や長寿

命化を図り、ライフサイクルコストを低減するための技術体系及び管理手法の総称

3 農村の活力

農村活力の維持＠強化により、農村が活性化されるためには、「中山間地域の総合的な整備j「農

村の交流＠活性化を促す基盤整備」「再生可能エネルギーの導入促進」など地域の特性を踏まえ

た営農条件の改善や居住空間の整備などの取組を進めるとともに、地域資源の活用によって地域

の活力と魅力を向上させる必要があります。

( 1 ）中山間地域の総合的な整備

争現状

・県の総面積の過半を占める中山間地域は、傾斜地が多く、ほ場が狭随で不整形など、農業生

産条件が不利なことから、生産性が低いのが現状です。
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＠集落によっては、高齢化や人口減少の急速な進行、耕作放棄地の増加等により、集落として

の機能を維持することが困難な状況となっています。

φ課題

中山間地域では、基幹産業である農業の振興を図るための生産基盤の整備と、農村集落の

居住環境を改善するための環境整備を総合的に進めることが必要です。

( 2）農村の交流・活性化を促す基盤整備

φ現状

。都市住民のニーズ、が多様化し、農村の自然や地域住民とのふれあいを求める傾向が高まってい

ます。

。農村地域では高齢化や人口減少が進行し、特に中山間地域では農村の活力低下によって、美し

い農村景観や生態系を育む水辺環境などの地域資源が失われつつあります。

φ課題

農村地域の交流・活性化を図るためには、農村を訪れる都市住民や地域の子供たちが自然

や農業について学ぶ場を創出したり地域住民が生活の中に生きがし、を見つけるなど、その活

用に配慮した基盤整備を推進することが必要です。

( 3）再生可能エネルギーの導入促進

φ現状

。小水力発電等の再生可能エネルギーは、二酸化炭素排出量の削減による環境に配慮、した地域

分散型エネルギーです。農業経営における維持管理費の軽減などの新たな価値や所得が生ま

れることで、地域の活性化につながることが期待されています。

摘津市の水土里ネット中勢では、農業専用ダムである「安濃ダムjからの放流水を利用した小

水力発電施設の建設が平成 26年度から進められています。また、多気町の水土里ネット立

梅用水では、落差式小水力発電装置（相反転方式）を利用した小水力発電施設が設置されて

います。

φ課題

県内の農業用水において小水力発電施設の設置の可能性を調査し、再生可能エネノレギ｝の

導入を検討することが必要です。

4 農業及び農村の多面的機能

農業及び農村の多面的機能がもたらすめぐみは、地域住民はもとより都市住民を含む国民全体

が享受しています。この多面的機能を十分に発揮できるように、また、未来につなげていけるよ

うに、多様な主体による農地や農業用施設等の維持イ呆全活動や農業生産活動の継続に対し、様々

な支援を実施する必要があります。

( 1 ）多様な主体による地域活動の維持

③現状
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島これまで農村では、農業の営みや人々の暮らしを通じて農業及ひ、農村の有する持つ多面的機

能が維持されてきました。近年、農村地域の高齢化、人口減少、農家と非農家の混住の増加

等により、集落機能が弱体化し、地域の共同活動として行ってきた農道・農業用用排水施設

等の地域資源の維持管理活動が困難な状況となっています。

－平成 26年度現在、多面的機能支払交付金より県内 546組織、 24,328haで地域環境の保全等

の活動に対して支援しています。

－これらの活動の優良事例報告や情報交換、組織運営や補修技術等の研修の場として、「みえ

のつどしリを開催し、地域活動の体制づくりの機運向上や地域住民の参加意識の向上を図っ

ています。

⑫課題

将来にわたって、農業及び農村の有する多面的機能を発揮するために、農業者や地域住民

等が取り組む、生産基盤等の地域資源の基礎的保全活動及び農村環境の良好な保全等の地域

資源の質的向上を図る共同活動等の支援をさらに広げてし1く必要があります。また、地域住

民の自立的な活動となるような仕組みづくりや、活動の継続性が高まる組織づくりなどが必

要となっています。

( 2）条件不平lj地域における農業生産活動等の維持

φ現状

・中山間地域では、平地と比べ、農地の勾配等によりもともと不利な農業生産条件であること

に加え、人口減少や高齢化がより早く進行するなどに起因して、耕作放棄地の増加並びに集

落機能の弱体化が深刻な状況にあります。また、ほ場や作業条件、鳥獣害の被害の増大等の

不利性から、担い手の確保に支障を来しているため、耕作放棄地の増大や地域資源の維持管

理不足から、多面的機能が低下しつつあり、国民全体にとって大きな損失が生じることが懸

念されています。

a 中山間地域では、サノレ＠シカ・イノシシなどによる農地や農作物への被害が増加しており、

農業生産力だけでなく、営農意欲が低下するなど、深刻な問題となっています。

＠生産条件が不利な地域において、生産基盤の管理方針や目指すべき農業生産体制、その実現

のために取組む活動等について、集落協定として平成 26年に締結された県内 230協定

l,697haを対象として交付金による支援を行っています。

③課題

人口減少や高齢化が顕著な地域では、農業生産活動等の維持が精一杯であり、生産性及び

収益の向上や担い手の確保＠定着などのより前向きで継続的な農業生産体制を整備するまで

に至っていないことから、集落間連携や複数集落による集落協定の締結等も視野に入れ、農

業生産活動の継続と多面的機能の発揮を図るための支援を行う必要があります。
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1 農業農村整備の果たす役割

医自農業の生産を支える基盤づくり

農業は、人間の生命を維持するための食料を生産することはもとより、地域経済を支える重

要な産業となっています。農業が持続的に発展し、食料が安定的に供給されるためには、農業

生産を支える生産基盤が整備されるとともに適切な維持管理が行われ、その機能が将来にわた

って適正に発揮される必要があります。

しかし、三重県の農業経営を取り巻く環境は、農産物価格の低迷や資材価格の高騰などと相

まって、生産性の高い農業を支える生産基盤の整備が求められるとともに、これまでに整備さ

れてきた農業用用排水施設などの生産基盤の老朽化が進行し、補修・更新が必要な時期を迎え

るなど厳しい状況にあります。

こうしたことを踏まえて、農作物の収量や品質、農作業効率の向上をめざし、農地の機能の

向上や農業用用排水施設の整備など農業生産を支える基盤づくりを進めていきます。

陸軍宣農村の暮らしを支える基盤づくり

農村は、農産物を安定的に供給する場であるとともに、農業生産を通じて国土や自然環境の

保全などの重要な機能を発揮しています。その機能を持続的に発揮させるためには、農業の生

産基盤の整備はもとより、地域の居住環境の整備や大規模災害等に備えた防災減災対策の強化

を総合的に進める必要があります。

しかし、多くの農村では高齢化や過疎化が進行し、耕作放棄地の増加やコミュニティ機能の

低下などが顕在化しており、特に中山間地域では、この傾向が顕著となっています。

こうした状況‘を踏まえて、住みよい農村生活の実現をめざした生活環境の整備や防災減災施

設の整備など、農村の暮らしを支える基盤づくりを進めていきます。

医自地域の活動を支える体制づくり

三重県は、温暖な気候と、南北に細長く、平野から中山間、山間地と地形的な変化に富んで

おり、地域ごとに特色ある農業が営まれ、農業生産活動とともに県土保全や水源かん養機能な

どの多面的機能を発揮しています。また、農村には長年にわたり受け継がれてきた農地や自然、

文化、歴史、人などの優れた地域資源があります。

しかし、農村の過疎化や高齢化、混住化などにより地域の活力が低下する中で、地域の共同

活動等によって支えられてきた、地域資源の維持保全や農業及び農村の有する多面的機能の発

揮に支障が生じつつあります。

こうした状況を踏まえて、住民のいきがいづくりや地域の活性化はもとより就業機会の拡大

等にもつながる地域資源の活用を進め、地域内外の多様な主体の参画による地域資源の維持保

全活動が自立的な活動になるような仕組みづくりを進めていきます。
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2 取組展開に向けた基本視点

農業及び農村を取り巻く情勢の変化に的確に対応しながら、農業及び農村が持続的に発展して

いくために、中長期的な視野に立って地域の農業や農村の特性を活かすとともに、地域のニーズ

に応じた姿を描いて効果的・効率的な農業農村整備を実施していくことが必要です。

そのために、地域の農業者をはじめとする関係者が話し合って、その地域ごとに農業及び農村

の将来の姿を措くことが重要です。しかし、効率的な整備と適正な維持管理の実施にあたっては、

限られた財政の中で支援する地域や整備する施設に重要度や地域住民への影響を考慮する必要

があります。また、地域においては施設整備や維持管理にかかる費用や労力を負担していく体制

を構築する必要があります。

こうしたことをふまえて、県は地域での計画づくりやその活動に能動的に加わり、関係市町、

土地改良事業団体連合会をはじめとする土地改良区の皆さんとめざすべき姿を共有し、連携＠協

働して農業農村整備の推進を図っていきます。

本計画を策定するにあたっては、 「地域特性に応じた生産基盤の整備J、 「重要度や影響を考

慮、した生産基盤の整備J、 「地域内外の多様な主体が地域資源を維持＠保全し活用していく体制

づくり j の、 3つを取組展開に向けた基本視点としました。

これらの基本視点をベースにして、市町＠土地改良区など関係する皆さんと一緒になって農業

及び農村の持続的な発展を支え、次世代につなぐ良好な農業の生産基盤の整備と多面的機能の発

揮等に対する支援を総合的・計画的に実施していきます。

また農業及び農村において、生産性の向上や多面的機能の発揮等の施策を行うことについて

は、県民の皆さんの理解を得られるように、その必要性や役割を発信していきます。

地域特性に応じた生産基盤の整備

農業が持続的に発展し、農産物の安定的な供給を図るためには 生産基盤の整備を進めるだ

けでなく、地域の農業経営や環境にあった農業の生産基盤の規模や機能などに対応することに

加え、計画的な施設の更新や長寿命化対策、適正な維持管理が重要です。

都市近郊に位置する平地と高齢化や過疎化が深刻な中山間地域では、地域で抱える問題や必

要となる取組は異なり、大規模で効率的な営農で生産性の向上をめざす平坦部や高齢農業者が

協力し合いながら集落ぐるみで地域農業を守る中山間地域など様々です。

そのため、県、市町、土地改良区等や農業者が地域の特性を考慮した話し合いを行い、地域

の農業及び農村の将来像を明らかにしたうえで、その実現のための生産基盤の整備を進めてい

きます。

重要度や影響を考慮した生産基盤の整備

三重県では、これまで多くの生産基盤が整備されてきており、その多くの施設が高度経済成

長の時代に整備されたものであるため、老朽化が進行し一部の施設は耐用年数を超えるなど、

更新が必要な時期を迎えています。地域特性に応じた生産基盤の整備に加え、これら既存施設

の更新＠補修の取り組みを進めるにあたっては、農業生産に対する重要度や施設そのものの劣

化状況とともに、損壊時に発生する人命や財産などへの被害の影響等も考慮して進める必要が

あります。

このため、農業生産に対する役割や既存施設の老朽度等の調査結果とともに農業生産に果た
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す役割や県民のみなさんの生活への影響も踏まえて、安全や安心の確保に取り組んでいきま

す。

地域内外の多様な主体が地域資源を維持・保全し活用していく体制づくり

農村の人口減少、高齢化の進行に伴う地域の活力低下や、土地持ち非農家の増加等により担

い手農家への農地。農業用施設の維持管理に対する負担が増大しており、農業の生産基盤の機

能維持に支障が生じつつあり、将来に向けて継承していくことが困難となることが懸念されて

います。

このような中、生産基盤を適切に将来にわたって維持・保全していくためには、農業者だけ

でなく地域内外の多様な主体が維持＠保全する取り組みを進める必要があります。

こうした取り組みに際して、県は市町とともに農業者や地域内外の多様な主体との話し合い

に参画し、生産基盤の維持＠保全や多面的機能の増進に資するため、それぞれの役割分担や多

様な主体で支える体制づくりに取り組んでいきます。
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3 農業農村整備によってめざすべき農業及び農村の姿

農業及び農村の取り巻く情勢の変化を踏まえた農業の生産基盤づくりを進め、次世代に良好な

形で継承するためには、「農業を足腰の強い産業としていくための政策（産業政策）」と「農業・

農村の有する多面的機能の維持・発展を図るための政策（地域政策） Jを車の両輪として推進し、

地域の特性に応じた農業農村整備を計画・実施することが重要です。

こうしたことを踏まえ、三重県の農業農村整備によってめざすべき農業及び農村の姿を定め

て、その実現に向け、計画的かつ着実な取組を進めていきます。

＠農地の機能向上や農業用水のパイプライン化等が総合的に実施され、生産性の高い農業

が展開されています。

φ農業の生産基盤の整備に併せて、担い手への農地の集積＠集約化が進み、担い手の経営

規模が拡大しています。

地域の特性を踏まえた総合的な防災減災対策により、安全胸安心な農村生活が嘗まれ
いる姿

⑩ハードとソフトを組み合わせた防災減災対策がより一層進み、災害に強い安全・安心な

農村が形成されています。

③老朽化した農業用ため池の改修や排水機場の機能の維持保全などが図られ、農家のみな

さんが安心して営農できる環境が整っています。

片~向性~~虫色？？？？と計伊丹？？ザプ～ヰミ竺~
唱夢中山間地域等※において、農業の生産基盤や農村の生活環境基盤等が総合的に整備され、

農業の持続性が確保されるとともに、農村の快適性や利便性が高まっています。

⑪農村地域において、都市農村交流や地域資源を活用した経済活動等の取組の進展をとお

して、農村の活力が向上しています。

※中山間地域等：山間地及びその周辺の地域その他の地勢等の地理的条件が悪く、農業の生産条件が不利な地域。

地域の共同活動等が活発広告わか農業界び事村のi有する多面的機能カ鴻続的に発長
拝されている姿

φ地域内外の多様な主体による地域資源の維持・保全や環境保全活動等を通じて、農業及

び農村の有する多面的機能が十分に発揮されています。

③農業生産活動の継続と共に、地域資源、の維持＠保全活動を行う体制が整い、農業の生産

基盤が適切に維持管理されています。
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1 農業生産性の向上

( 1 ）めざす方向

最趨

消費者に対して食料を安定的に供給するためには、農業の安定的な経営が求められています。

農家数の減少及び農業従事者の高齢化が進む中、農作業や施設管理等の労力を低減させること

は重要であり、そのために地域の実情に応じた生産基盤の整備による農業経営の効率化を図り、

地域の担い手への農地利用集積を進めることによって農業生産性を向上させ、収益性の高い農

業をめざします。

(2）基本目標指標

①目標項目名：基盤整備を契機とした農地の担い手への集積（面積）率

現状値

平成27(2015）年度

検討中

②目標項目の説明

中間目標案 整備計画の目標案

平成 32(2020）年度｜平成 37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中

平成 37年度までに整備済み及び着手予定の農地※lのうち、担い手※2への集積が図られた農

地面積（ha）の割合。

※1 整備済及び整備予定の農地：区画整理等の面整備（用水のパイプライン化等の整備も含む）。

※2 担い手：認定農業者、特定農業団体、集落営農等。

( 3）基本事業

①効率的な営農の実現に向けた水管理や維持管理の省力化

a）数値目標項目名：基盤整備を契機として担い手への集積目標を持つ農地のパイプ

ライン化進捗率

現状値 中間目標案 整備計画の目標案

平成 27(2015）年度

検討中

平成 32(2020）年度｜平成 37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中

b）数値目標項目の説明

平成 37年度までに整備済み及び着手予定の農地のうち、パイプライン化を実施した面

積（ha）の割合。

c）目標の達成に向けた主要取組

水管理及び施設の維持管理の省力化のため、用水路のパイプライン化など農業生産性

の向上に向けた基盤整備を推進します。
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②生産性の高い農業をめざした農地整備（区画整理）

a）数値目標項目名：計画期間内における担い手への集積目標を持った農地のほ場整備率

現状値 ｜ 中間目標案 ｜整備計画の目標案 l

平成 27(2015）年度

検討中

平成 32(2020）年度｜平成 37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中

b）数値目標項目の説明

平成 37年度までに整備済み及び着手予定の農地のうち、区画整理を実施した面積（ha)

の割合。

c）目標の達成に向けた主要取組

効率的で持続可能な営農活動が展開されるよう、意欲ある多様な農業者への農地集積な

どを生産基盤の整備と一体的に進めます。

2 安全国安心な農村づ、くり

( 1 ）めざす方向

農村において安全で、安心な暮らしを守るためには、決壊すると大きな被害を及ぼす農業用た

め池の安全を確保するとともに、農地や農作物の湛水被害だけでなく、宅地、公共施設などへ

の被害を未然に防止する役割を持つ排水機場や農地海岸堤防などの防災施設の機能維持が必

要です。

そのため、農業用施設や農地海岸堤防の老朽化＠耐震調査結果に基づく危険度や被災時の影

響等を考慮した計画的な整備を進めます。また、減災効果を高め住民の防災意識と安心感の向

上のために、ハザードマップを作成し、住民に情報提供を行うとともに、地域の防災体制の構

築に取り組み、安心＠安全な農村づくりをめざします。

また、被災時の施設被害軽減と早期の機能回復を図るために、三重県農業版BCP（事業継続

計画）を策定し、大規模災害の発生に備えます。

( 2）基本目標指標

①目標項目名：防災減災対策によって被害が防止される面積（被害が未然に防止される面積）

の割合

現状値

平成 27(2015）年度

検討中

②目標項目の説明

中間目標案 整備計画の目標案

平成 32(2020）年度｜平成 37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中

耐震対策や長寿命化対策の緊急性が高い農業用ため池や排水機場の被害想定面積のうち、

それらの整備・耐震対策が進められることにより、災害が未然に防止される面積の割合。
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( 3）基本事業

①農業用ため池の決壊を防止する耐震対策

a ）数値目標項目名：耐震化整備を実施したため池か所数

現状値 ｜ 中間目標案 ｜整備計画の目標案

平成27(2015）年度

検討中

平成 32(2020）年度｜平成 37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中

b）数値目標項目の説明

老朽化した農業用ため池のうち耐震対策を実施したため池数。

c）目標の達成に向けた主要取組

平成 26年度末時点で耐震調査が完了し、耐震機能を有していないことが判明したため

池のうち下流被害の大きいため池を主に、対策工事を進めます。

②基幹的農業水利施設の耐震化及び長寿命化対策

a）数値目標項目名：耐震対策及び長寿命化を実施した排水機場のか所数

現状値 I 中間目標案 ｜整備計画の目標案

平成 27(2015）年度 l平成 32(2020）年度｜平成 37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中 ｜ 検討中

数値目標項目名：県事業で整備した基幹的農業水利施設（用水路）の機能保全計画策定

延長（km)

現状値 中間目標案 整備計画の目標案

平成 27(2015）年度

検討中

平成 32(2020）年度｜平成 37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中

b）数値目標項目の説明

排水機場の耐震対策及び長寿命化を実施した排水機場の数。

整備計画の計画期間である 10年間に適切な管理が可能となる機能保全計画が策定さ

れた幹線用水路施設（以前に策定したものも含む）延長。

c）目標の達成に向けた主要取組

平成27年度末までに、整備後45年を経過した排水機場のうち、想定される被害が

大きい排水機場を主に、耐震対策及び長寿命化を進めます。

農業用施設の機能が安定的に発揮されるように適切な維持・管理を促進するとともに、

長寿命化を図るための基幹的水利施設の機能診断と、その結果に基づく的確な補修に繋

げます。
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3 農村の総合的な振興と活性化

( 1 ）めざす方向

農村の高齢化、人口減少が進行するなか、特に中山間地域等では農業生産基盤整備、生活環

境整備などの立ち後れが問題となっています。また、耕作放棄地の増加や集落機能の低下が顕

在化しています。

このため、地域の多様なニーズに応じた農業の生産基盤η整備、集落排水施設等の生活環境

整備を総合的に推進するとともに、地域資源の活用に配慮した施設整備や再生可能エネルギー

の導入等により、農業の持続的な発展と農村の生活環境の改善及び地域住民や農村を訪れる都

市住民との交流・活性化を図ることで、住みよい農村づくりをめざします。

(2）基本目標指標

①目標項目名：生産基盤や生活環境の整備によって条件不利を解消する中山間地域等の集落数

現状値 ｜ 中間目標案 ｜整備計画の目標案 E

平成26(2014）年度

検討中

平成 32(2020）年度

検討中

度一年一、．，r
－

お
一
中

nu
－－すー

っ山一一－ロ

町
一
検

成一平一

②目標項目の説明

生産基盤整備（農業用用排水施設、農道、ほ場整備、農地防災等）や生活環境整備（集落道、

集落排水、集落防災安全施設、活性化施設等）を実施することにより、条件不利を解消する中

山間地域等の集落数。

( 3）基本事業

①農業集落排水施設の整備による生活環境の改善

a）数値目標項目名：施設の新設並びに機能強化対策の整備地区数

現状値 ｜ 中間目標案 ｜整備計画の目標案

度一年一
、、，，
J

－
比
一
中

n
U

一＋
1
4

q
山
一
一
ロ

釦
一
検

成一平一
平成 32(2020）年度｜平成37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中

b）数値目標項目の説明

農業集落排水事業で実施した新設処理施設及び機能診断結果に基づき整備を実施する

機能強化対策の整備地区数。

c）目標の達成に向けた主要取組

住みよい農村づくりに資するため、生活排水処理アクションプログラムに基づく計画

的な農業集落排水施設の整備を進め汚水処理人口普及率の向上を図ります。また、市町

による早期の機能診断の実施と老朽化した既存処理施設の機能強化対策を実施すること

で、施設の長寿命化を図ります。
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②基盤整備を契機とした農村地域の交流・活性化

a）数値目標項目名：農村の活性化を促す生産基盤・生活基盤を整備した施設数

現状値 ｜ 中間目標案 ｜整備計画の目標案 E

平成26(2014）年度

検討中

平成32(2020）年度｜平成 37(2025）年度

検討中 I 検討中

b）数値目標項目の説明

環境に配慮して整備した施設及び農道・集落道路の整備施設数。

c）目標の達成に向けた主要取組

農村地域の活性化を図るため、農村の自然環境の保全や都市との交流、地域住民とのふ

れあいを促す施設等の整備と、農村地域へのアクセスを促すための農道・集落道の整備を

推進します。

4 多面的機能の維持・発揮

' ( 1 ）めざす方向

農業及び農村は、国土の保全・水源かん養・自然環境保全・良好な景観の形成等の多面的機能

を有しており、農業生産活動とともに地域の共同活動により支えられています。しかし、農村

の人口減少や高齢化等により集落機能が低下し、共同活動の継続も困難な状況となっています。

そのため、地域資源の維持保全活動や中山間地域の農業生産活動等の継続を支援することによ

り、将来にわたってこれらの多面的機能の維持・増進をめざします。

(2）基本目標指標

①目標項目名：多面的機能維持・発揮のための地域活動を行う集落率

現状値 ｜ 中間目標案 ｜整備計画の目標案’

平成26(2014）年度

検討中

②目標項目の説明

平成32(2020）年度｜平成37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中

農林業センサスにおける農業集落のうち、多面的機能の維持増進を図るための地域活動に取

り組む集落の割合。

(3）基本事業

①多面的機能支払事業の活動組織への支援

a）数値目標項目名：地域資源保全活動支援面積（認定面積）率

現状値 中間目標案 整備計画の目標案

平成26(2014）年度 平成32(2020）年度｜平成37(2025）年度

検討中 検討中 ｜ 検討中

b）数値目標項目の説明

23 



農林業センサスにおける経営耕地面積のうち、多面的機能支払事業に取り組む認定農用地

面積の割合。

c）目標の達成に向けた主要取組

地域の共同活動が困難となっている中で、地域資源の保全管理に取り組む意欲のある地

区に対して、多面的機能支払いの支援を拡大していきます。

②中山間地域等直接支払の協定集落への支援

a）数値目標項目名：中山間地域等直接支払協定面積率

現状値 中間目標案 整備計画の目標案

平成26(2014）年度

検討中

平成32(2020）年度｜平成 37(2025）年度

検討中 ｜ 検討中

b）数値目標項目の説明

中山間地域等直接支払事業該当農用地面積調査（H12調査）の可能面積のうち、中山間地

域等直接支払事業に取り組む協定面積の割合。

c）目標の達成に向けた主要取組

－中山間地域等直接支払事業

中山間地域等において、農地の耕作放棄を未然に防止するために農業生産活動等を継

続する取り組みに意欲のある集落を対象に、中山間地域等直接支払の支援を拡大してい

きます。
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1 推進体制

この計画に掲げる施策を着実に推進し目標を達成するために、地域の特性を踏まえ関係団体、

行政が連携し、それぞれの役割に応じた取組を行うことが重要です。

( 1 ）三重県の果たすべき役割

県はめざすべき姿の実現に向けて、地域の意向のとりまとめや計画づくりに能動的に加わるな

ど、この計画の推進に積極的に取り組むとともに、知識習得やファシリテーションカなど、必要

となる技術力の向上に取り組みます。また、国や市町、土地改良区等と連携し、農業者・地域住

民の活動を支援する体制の構築に取り組みます。

( 2）市町に期待される役割

市町は農業者や地域住民にとって最も身近な行政機関であり、地域における農業者や地域住民

の意向を把握したうえで、農業農村整備の施策推進方向を定め、地域の様々な取組を支援してい

くことが期待されます。

( 3）土地改畏区に期待される役割

土地改良区は、土地改良事業団体連合会の指導＠支援のもと、地域の意向をとりまとめ、農業

用用排水施設の整備や区画整理等の土地改良事業を実施するとともに、土地改良施設の適切な維

持管理を行っていくことが期待されます。

( 4）農業者に期待される役割

農業者は、 JA等の農業団体の取組とも連携を図りながら、自立的な農業をめざして農業経営

に取り組むことが期待されます。また、地域の様々な活動を通じた地域住民との交流、多面的機

能の発揮に向けた共同活動等に積極的に取り組んでいくことが期待されます。

( 5）地域住民に期待される役割

地域住民は食料の消費者としてだけでなく、農業及び農村の持つ様々な役割を理解するととも

に、食育の推進や環境問題への対応などに貢献することが期待されます。また、地産地消運動へ

の参画や地域の様々な活動を通じた農家との交流、多面的機能の発揮に向けた共同活動等に積極

的に参画することなどが期待されます。
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